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(57)【要約】
　本開示は、エアロゾル送達デバイス、かかるデバイス
を形成する方法、及びかかるデバイスの要素に関する。
いくつかの実施形態では、本開示は、第１のサイズの第
１の端部及びより大きいサイズの第２の端部を有する円
錐台（または類似の形状）として構成される加熱器基材
と共形の加熱要素で形成され得る加熱部材を提供する。
いくつかの実施形態では、本開示は、エアロゾル送達デ
バイスを形成する方法を提供し、この方法は、外郭を提
供することと、基材と共形の加熱要素で形成される加熱
部材を提供することと、該加熱部材を、第１のサイズの
第１の端部及びより大きいサイズの第２の端部を有する
円錐台（または類似の形状）として構成することと、外
郭内に加熱部材を挿入することと、を含み得る。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１のサイズの第１の端部及びより大きいサイズの第２の端部を有する円錐台として構
成された加熱器基材と共形の加熱要素で形成される加熱部材を備える、エアロゾル送達デ
バイス。
【請求項２】
　前記加熱器基材が、前記加熱要素の下に置かれるフィルムまたは膜を備える、請求項１
に記載のエアロゾル送達デバイス。
【請求項３】
　前記加熱器基材が、前記加熱要素の上に置かれるフィルムまたは膜を更に備える、請求
項２に記載のエアロゾル送達デバイス。
【請求項４】
　前記加熱器基材及び前記加熱部材の上に置かれる前記フィルムもしくは膜のうちの一方
または両方が、テクスチャ加工表面を備える、請求項３に記載のエアロゾル送達デバイス
。
【請求項５】
　前記テクスチャ加工が、前記テクスチャ加工表面にわたって毛管流を提供するように構
成されている、請求項４に記載のエアロゾル送達デバイス。
【請求項６】
　多孔性輸送要素であって、その長さに沿ったエアロゾル前駆体組成物の通過のために構
成され、前記加熱部材と加熱配置にある第１の端部を有する、多孔性輸送要素を更に備え
る、請求項１に記載のエアロゾル送達デバイス。
【請求項７】
　前記円錐台がそこを通る内側通路を含み、前記加熱部材と前記加熱配置にある前記多孔
性輸送要素の前記第１の端部が、少なくとも部分的に、前記円錐台の前記内側通路内に位
置付けられる、請求項６に記載のエアロゾル送達デバイス。
【請求項８】
　前記加熱部材と前記加熱配置にある前記多孔性輸送要素の前記第１の端部が、前記円錐
台の前記第１の端部を少なくとも部分的に囲むように位置付けられる、請求項６に記載の
エアロゾル送達デバイス。
【請求項９】
　前記多孔性輸送要素が繊維性マットである、請求項６に記載のエアロゾル送達デバイス
。
【請求項１０】
　前記繊維性マットが複数の層を備える、請求項９に記載のエアロゾル送達デバイス。
【請求項１１】
　前記繊維性マットの前記第１の端部が、前記繊維性マットの残部よりも少ない層を備え
る、請求項１０に記載のエアロゾル送達デバイス。
【請求項１２】
　前記多孔性輸送要素が、その長さを通して中央通路を備える、請求項６に記載のエアロ
ゾル送達デバイス。
【請求項１３】
　前記円錐台の前記より小さくサイズ決めされた第１の端部に進入し、そこを通る内側通
路を通過し、前記円錐台の前記より大きくサイズ決めされた第２の端部を越えて外に出る
気流路を更に備える、請求項１に記載のエアロゾル送達デバイス。
【請求項１４】
　前記円錐台の周りをその前記第１の端部から前記より大きくサイズ決めされたその第２
の端部を越えて通る、前記加熱部材の外側の気流路を更に備える、請求項１に記載のエア
ロゾル送達デバイス。
【請求項１５】
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　前記加熱部材が支持フレームの内側に取り付けられる、請求項１に記載のエアロゾル送
達デバイス。
【請求項１６】
　前記加熱器基材が切頭体として構成される、請求項１に記載のエアロゾル送達デバイス
。
【請求項１７】
　前記加熱要素が導電性インクを備える、請求項１に記載のエアロゾル送達デバイス。
【請求項１８】
　空気吸入口と、形成されたエアロゾルが外に出るように構成されたマウスピースとを有
する外郭と、
　前記外郭内に位置付けられ、そこを通る内側通路を備える切頭体として構成されている
前記加熱部材と、
　多孔性輸送要素であって、その長さに沿ったエアロゾル前駆体組成物の通過のために構
成され、前記加熱部材と加熱配置にある第１の端部を有する、多孔性輸送要素と、
　前記空気吸入口から、前記切頭体の前記第１の端部を越え、次いで前記切頭体の前記よ
り大きくサイズ決めされた第２の端部を越えて前記マウスピースまで、前記外郭を通る気
流路と、を備える、請求項１に記載のエアロゾル送達デバイス。
【請求項１９】
　エアロゾル送達デバイスを形成する方法であって、
　外郭を提供することと、
　基材と共形である加熱要素で形成される加熱部材を提供することと、
　第１のサイズの第１の端部及びより大きいサイズの第２の端部を有する円錐台として前
記加熱部材を構成することと、
　前記外郭内に前記加熱部材を挿入することと、を含む、方法。
【請求項２０】
　多孔性輸送要素であって、その長さに沿ったエアロゾル前駆体組成物の通過のために構
成され、第１の端部及び第２の対向する端部を有する、多孔性輸送要素を提供することと
、その前記第１の端部を前記加熱部材と加熱配置に構成することと、を更に含む、請求項
１９に記載の方法。
【請求項２１】
　前記多孔性輸送要素の前記第２の端部を、前記エアロゾル前駆体組成物と接触させるこ
とを更に含む、請求項２０に記載の方法。
【請求項２２】
　前記円錐台が、そこを通る中央通路を含み、前記多孔性輸送要素の前記第１の端部を、
前記加熱部材と加熱配置に構成することが、前記多孔性輸送要素の前記第１の端部を、前
記加熱部材の前記より大きくサイズ決めされた第２の端部で前記中央通路内に挿入するこ
とを含む、請求項２０に記載の方法。
【請求項２３】
　前記多孔性輸送要素の前記第１の端部が、その中に中央開口部を備え、前記多孔性輸送
要素の前記第１の端部を、前記加熱部材と加熱配置に構成することが、前記加熱部材の前
記より小さくサイズ決めされた第１の端部を、前記多孔性輸送要素の前記第１の端部の前
記中央開口部内に挿入することを含む、請求項２０に記載の方法。
【請求項２４】
　前記加熱部材を提供することが、前記基材上に導電性インクを印刷することによって前
記基材上に前記加熱部材を形成することを含む、請求項１９に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、喫煙物品などのエアロゾル送達デバイスに関し、より具体的には、エアロゾ
ルの生成のために電気的に生成された熱を利用し得るエアロゾル送達デバイス（例えば、
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一般に電子タバコと称される喫煙物品）に関する。喫煙物品は、気化して人間が消費する
ための吸入可能な物質を形成することができる、タバコから作製され得るか、またはタバ
コに由来し得るか、あるいは別様にタバコを組み込み得る材料を組み込み得る、エアロゾ
ル前駆体を加熱するように構成され得、前駆体は、気化して人間が消費するための吸入可
能な物質を形成することができる。
【背景技術】
【０００２】
　多くの喫煙デバイスが、使用のためにタバコを燃焼させることを必要とする喫煙製品の
改良品または代替品として、長年にわたり提案されている。これらのデバイスの多くは、
称されるところによれば、タバコの燃焼から生じる相当量の不完全燃焼生成物及び熱分解
生成物を送達することなく、紙巻きタバコ、葉巻、またはパイプ喫煙に関連する感覚を提
供するように設計されている。そのために、電気エネルギーを利用して揮発性材料を気化
または加熱するか、あるいはタバコの著しい程度の燃焼を伴わずに、紙巻きタバコ、葉巻
、またはパイプ喫煙の感覚を提供することを試みる、数多くの喫煙製品、風味生成器、及
び薬用吸入器が提案されている。例えば、参照によりそれらの全体が本明細書に組み込ま
れる、Ｒｏｂｉｎｓｏｎらの米国特許第７，７２６，３２０号、Ｇｒｉｆｆｉｔｈ，Ｊｒ
．らの米国特許公開第２０１３／０２５５７０２号、及び２０１２年１０月８日出願のＳ
ｅａｒｓらの米国特許出願第１３／６４７，０００号に説明されている背景技術に記載の
様々な代替の喫煙物品、エアロゾル送達デバイス、及び発熱源を参照されたい。また、例
えば、参照によりその全体が本明細書に組み込まれる、２０１４年２月３日出願のＢｌｅ
ｓｓらの米国特許出願第１４／１７０，８３８号において商標名及び販売元によって参照
されている、様々な種類の喫煙物品、エアロゾル送達デバイス、及び電動発熱源も参照さ
れたい。
【０００３】
　エアロゾル送達デバイス内での使用のためのエアロゾル前駆体組成物用貯蔵部であって
、エアロゾル送達デバイスの形成を改善するために提供される、貯蔵部を提供することが
望ましいであろう。かかる貯蔵部を利用して作製されるエアロゾル送達デバイスを提供す
ることも望ましいであろう。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】米国特許第７，７２６，３２０号明細書
【特許文献２】米国特許出願公開第２０１３／０２５５７０２号
【発明の概要】
【０００５】
　本開示は、エアロゾル送達デバイス、かかるデバイスを形成する方法、及びかかるデバ
イスの要素に関する。いくつかの実施形態では、本開示は、エアロゾル送達デバイス内で
の使用のために好適であり得る加熱器、加熱要素などを提供する。例えば、いくつかの実
施形態では、本開示は、第１のサイズの第１の端部及びより大きいサイズの第２の端部を
有する円錐台として構成される加熱器基材と共形の加熱要素で形成される加熱部材を備え
るエアロゾル送達デバイスを提供する。
【０００６】
　様々な実施形態では、本エアロゾル送達デバイス及びそのデバイス内での使用のために
好適である要素が、以下の陳述のうちの１つ以上によって定義され得る。具体的には、上
述のエアロゾル送達デバイスは、以下の特徴のうちの１つ、２つ、または任意の数を、任
意の組み合わせで含み得る。
【０００７】
　加熱器基材は、加熱要素の下に置かれるフィルムまたは膜を備えることができる。
【０００８】
　加熱器基材は、加熱要素の上に置かれるフィルムまたは膜（及び加熱要素の下に置かれ
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るフィルムまたは膜の全てまたは一部）を更に備えることができる。
【０００９】
　加熱器基材及び加熱部材の上に置かれるフィルムまたは膜のうちの一方または両方が、
テクスチャ加工表面を備えることができる。テクスチャ加工は、テクスチャ加工表面にわ
たる毛管流を提供するように構成され得る。
【００１０】
　加熱部材は、導電性インクを備えることができる。
【００１１】
　エアロゾル送達デバイスは、多孔性輸送要素の長さに沿ったエアロゾル前駆体組成物の
通過のために構成され得、加熱部材と加熱配置にある第１の端部を有する多孔性輸送要素
を備えることができる。
【００１２】
　円錐台は、そこを通る内側通路を含むことができ、加熱部材と加熱配置にある多孔性輸
送要素の第１の端部は、少なくとも部分的に円錐台の内側通路内に位置付けられ得る。
【００１３】
　加熱部材と加熱配置にある多孔性輸送要素の第１の端部は、円錐台の第１の端部を少な
くとも部分的に囲むように位置付けられ得る。
【００１４】
　多孔性輸送要素は、繊維性マットであり得る。
【００１５】
　多孔性輸送要素は、炭素繊維、ガラス繊維、綿、絹などの材料で形成され得る。
【００１６】
　多孔性輸送要素は、天然材料、合成材料、天然及び合成材料の組み合わせ、１種類以上
の材料の混合物、ならびに１種類以上の繊維の混合物で形成することができる。
【００１７】
　繊維性マットは、複数の層を備えることができる。
【００１８】
　繊維性マットはひだ状であり得、１つ以上の異なる形状を有する１つ以上の切り欠きを
備えることができ、形成された縁を有することができる。
【００１９】
　繊維性マットの第１の端部は、繊維性マットの残部よりも少ない層を備えることができ
る。
【００２０】
　多孔性輸送要素は、その長さを通して中央通路を備えることができる。
【００２１】
　エアロゾル送達デバイスは、円錐台のより小さくサイズ決めされた第１の端部に進入し
、そこを通る内側通路を通過し、円錐台のより大きくサイズ決めされた第２の端部を越え
て外に出る気流路を備えることができる。
【００２２】
　エアロゾル送達デバイスは、円錐台の周りをその第１の端部からより大きくサイズ決め
されたその第２の端部を越えて通る、加熱要素の外側の気流路を備えることができる。
【００２３】
　加熱部材は、支持フレームの内側に取り付けられ得る。
【００２４】
　加熱器基材は、切頭体として構成され得る。
【００２５】
　加熱器基材は、多面的形状であり得る。
【００２６】
　多孔性輸送要素は、そこを中心に、長手方向に通過する支持部材を備えることができる
。
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【００２７】
　支持部材は、開いた第１の端部及び開いた第２の端部を有することができ、そこを通る
１つ以上の通路を含むことができる。
【００２８】
　支持部材は、その壁部に形成される１つ以上の空気吸入口を備えることができる。
【００２９】
　支持部材は、その壁部に形成される１つ以上のエアロゾル出口を備えることができる。
【００３０】
　支持部材は、その中に分流器を備えることができる。
【００３１】
　いくつかの実施形態では、本開示によるエアロゾル送達デバイスは、空気吸入口及び形
成されたエアロゾルが外に出るように構成されたマウスピースを有する外郭と、外郭内に
位置付けられ、切頭体を通る内側通路を有する切頭体として構成される加熱器基材と共形
の加熱要素で形成され、第１のサイズの第１の端部及びより大きいサイズの第２の端部を
有する加熱部材と、多孔性輸送要素の長さに沿ったエアロゾル前駆体組成物の通過のため
に構成され、加熱部材と加熱配置にある第１の端部を有する、多孔性輸送要素と、空気吸
入口から、切頭体の第１の端部を越え、次いで切頭体のより大きくサイズ決めされた第２
の端部を越えてマウスピースまで、外郭を通る気流路と、を備えることができる。
【００３２】
　更なる実施形態では、本開示は、エアロゾル送達デバイス内に含まれ得る噴霧器を提供
することができる。噴霧器は、例えば第１のサイズの第１の端部及びより大きいサイズの
第２の端部を有する円錐台として構成される加熱器基材と共形の加熱要素で形成される加
熱部材を備えることができる。加熱部材は、支持フレーム内に位置付けられ得る。噴霧器
はまた、多孔性輸送要素の長さに沿ったエアロゾル前駆体組成物の通過のために構成され
、加熱部材と加熱配置にある第１の端部を有する多孔性輸送要素を備えることができる。
多孔性輸送要素は、そこを中心に、長手方向に通過する支持部材を備えることができる。
噴霧器は、直接または１つ以上電気接触部を通って、電源と電気接続されるエアロゾル送
達デバイスの外郭内への挿入のために構成され得、その接触部は、外郭と電源を含む第２
の外郭とを接続するための接続器の一部を備え得る。
【００３３】
　いくつかの実施形態では、本開示は、エアロゾル送達デバイスを形成するための方法を
提供することができる。この方法は、加熱部材を送達デバイスの外郭と組み合わせること
か、加熱部材を多孔性輸送要素及び外郭と組み合わせることか、または噴霧器内に、外郭
と組み合わせられ得る加熱部材及び輸送要素を形成することを含むことができる。
【００３４】
　ある特定の実施形態では、エアロゾル送達デバイスを形成する方法は、外郭を提供する
ことと、基材と共形の加熱要素で形成される加熱部材を提供することと、加熱部材を第１
のサイズの第１の端部及びより大きいサイズの第２の端部を有する円錐台として構成する
ことと、外郭内に加熱部材を挿入することと、を含むことができる。
【００３５】
　様々な実施形態では、エアロゾル送達デバイスを形成するための本方法は、以下の陳述
のうちの１つ以上によって定義され得る。具体的には、上述のかかる方法は、以下の特徴
のうちの１つ、２つ、または任意の数を任意の組み合わせで含み得る。
【００３６】
　本方法は、多孔性輸送要素の長さに沿った、エアロゾル前駆体組成物の通過のために構
成される多孔性輸送要素であって、第１の端部及び第２の対向する端部を有し、その第１
の端部を加熱部材と加熱配置に構成する多孔性輸送要素を提供することを含むことができ
る。
【００３７】
　本方法は、多孔性輸送要素の第２の端部をエアロゾル前駆体組成物と接触させることを
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含むことができる。
【００３８】
　円錐台はそこを通る中央通路を含むことができ、多孔性輸送要素の第１の端部を加熱部
材と加熱配置に構成することは、多孔性輸送要素の第１の端部を、加熱部材のより大きく
サイズ決めされた第２の端部で中央通路内に挿入することを含むことができる。
【００３９】
　多孔性輸送要素の第１の端部は、その中に中央開口部を備えることができ、多孔性輸送
要素の第１の端部を加熱部材と加熱配置に構成することは、より小さくサイズ決めされた
加熱部材の第１の端部を、多孔性輸送要素の第１の端部の中央開口部内に挿入することを
含むことができる。
【００４０】
　加熱部材は、その上に導電性インクを印刷することによって、基材上に形成され得る。
【００４１】
　本開示のこれら及び他の特徴、態様、及び利点は、以下で簡潔に説明する、添付の図面
と併せて以下の発明を実施するための形態を読むことで明らかとなるであろう。本発明は
、上述の実施形態のうちの２つ、３つ、４つ、またはそれ以上の任意の組み合わせ、及び
本開示に記載する任意の２つ、３つ、４つ、またはそれ以上の特徴または要素の組み合わ
せを、かかる特徴または要素が本明細書の特定の実施形態の説明において明白に組み合わ
されているか否かに関わらず、含む。本開示は、総合的に読まれることにより、開示され
る発明のいずれの分離可能な特徴または要素も、その様々な態様及び実施形態のうちのい
ずれにおいても、文脈上そうでないとする明確な指示がない限り、組み合わせ可能である
よう意図されると見なされるべきであるよう意図される。
【００４２】
　このように本開示を前述の概括的な用語で説明したところで、これより添付の図面を参
照することとなるが、これらは必ずしも縮尺通りに描かれてはいない。
【図面の簡単な説明】
【００４３】
【図１】カートリッジ及び本開示の様々な実施形態によるエアロゾル送達デバイスにおい
て利用され得る様々な要素を含む制御体を備える、エアロゾル送達デバイスの部分破断図
である。
【図２】加熱器基材と共形の加熱要素を備える、本開示の例示的な実施形態による加熱部
材の平面図である。
【図３】本開示の例示的な実施形態による加熱部材の透視図であり、この加熱部材は湾曲
してまたは折りたたまれて、円錐台を形成する加熱器基材を備える。
【図４】図２に図示される加熱部材の線４－４による断面である。
【図５】本開示の例示的な実施形態による加熱部材の断面であり、薄いフィルムの形態の
加熱器基材と薄いフィルムの形態の加熱器カバーとの間で積層される加熱要素を示す。
【図６】本開示の例示的な実施形態による多孔性輸送要素の平面図であり、この輸送要素
は、単層の繊維性マットで形成される第１の端部及び複数の層の繊維性マットで形成され
る第２の端部を備える。
【図７】図６に図示される多孔性輸送要素の線７－７による断面である。
【図８】本開示の例示的な実施形態によるエアロゾル送達デバイスの部分破断図であり、
このデバイスは、円錐台として構成される加熱部材及び第１の端部と加熱部材の内側に位
置付けられる多孔性輸送要素を備え、両方が外郭内で構成される。
【図９】本開示の例示的な実施形態によるエアロゾル送達デバイスの部分破断図であり、
このデバイスは、円錐台として構成される加熱部材及び第１の端部と加熱部材の内側に位
置付けられる多孔性輸送要素を備え、輸送要素は支持部材及び支持フレームを備える加熱
部材を備え、全ては外郭内で構成される。
【図１０】本開示の例示的な実施形態によるエアロゾル送達デバイスの部分破断図であり
、このデバイスは、第１の端部と輸送要素の第１の端部の内側に位置付けられる円錐台と
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して構成される加熱部材を有する多孔性輸送要素を備え、両方が外郭内で構成される。
【発明を実施するための形態】
【００４４】
　これより、本開示を、その例示的な実施形態を参照して以下により十分に説明する。こ
れらの例示的な実施形態は、本開示が徹底的かつ完全であり、本開示の範囲を当業者に十
分に伝えることとなるように記載される。実際には、本開示は多くの異なる形態で具現さ
れてもよく、本明細書に記載される実施形態に限定されるものとして解釈されるべきでは
なく、むしろ、これらの実施形態は、本開示が適用可能な法的要件を満たすことになるよ
うに提供されている。本明細書、及び添付の特許請求の範囲において使用される場合、「
１つの（ａ）」、「１つの（ａｎ）」、「その（ｔｈｅ）」という単数形は、文脈が別途
明確に規定しない限り、複数の指示対象を含む。
【００４５】
　以下に記載するように、本開示の実施形態は、エアロゾル送達システムに関する。本開
示によるエアロゾル送達システムは、材料を加熱して（好ましくは、材料をかなりの程度
燃焼させることなく）、吸入可能な物質を形成するために、電気エネルギーを使用し、か
かるシステムの構成要素は、手持ち式デバイスと見なすのに十分に小型であることが最も
好ましい物品の形態を有する。つまり、好ましいエアロゾル送達システムの構成要素の使
用は、タバコの燃焼または熱分解の副生成物に主に起因するエアロゾルという意味の煙を
生成するのではなく、むしろ、これらの好ましいシステムの使用は、それらに組み込まれ
るある特定の構成要素の揮発または気化に起因する蒸気をもたらす。好ましい実施形態で
は、エアロゾル送達システムの構成要素は、電子タバコとして特徴付けられてもよく、こ
れらの電子タバコは、タバコ及び／またはタバコ由来の構成成分を組み込むことによって
、エアロゾル形態でタバコ由来の構成成分を送達することが最も好ましい。
【００４６】
　ある特定の好ましいエアロゾル送達システムのエアロゾル生成部片は、それらのいかな
る構成要素もかなりの程度燃焼させることなく、タバコの着火及び燃焼（及びそれによる
タバコ煙の吸入）によって用いられる紙巻きタバコ、葉巻、またはパイプを喫煙すること
の知覚（例えば、吸入及び発散習慣、味または風味の種類、感覚刺激性効果、身体的感覚
、使用習慣、目に見えるエアロゾルによって提供されるものなどの視覚的刺激など）の多
くを提供し得る。例えば、本開示のエアロゾル生成部片のユーザは、喫煙者が伝統的な種
類の喫煙物品を用いるのとほぼ同じように、その部片を持って使用すること、その部片に
よって生成されるエアロゾルを吸引するためにその部片の一端を吸うこと、選択された間
隔で吹かすまたは吸うことなどが可能である。
【００４７】
　本開示のエアロゾル送達デバイスはまた、蒸気生成物品または薬物送達物品であるもの
として特徴付けられてもよい。故に、かかる物品またはデバイスは、１つ以上の物質（例
えば、風味及び／または薬学的活性成分）を吸入可能な形態または状態で提供するように
適合されてもよい。例えば、吸入可能な物質は、実質的に蒸気の形態（すなわち、その臨
界点未満の温度で気相にある物質）であり得る。代替的に、吸入可能な物質は、エアロゾ
ルの形態（すなわち、ガス中の固体微粒子または液滴の浮遊物）であってもよい。簡潔性
を目的として、本明細書で使用される「エアロゾル」という用語は、目に見えるか否かに
関わらず、また煙様であると見なされ得る形態のものであるか否かに関わらず、ヒトによ
る吸入に好適な形態または種類の蒸気、ガス、及びエアロゾルを含むことを意味する。
【００４８】
　本開示のエアロゾル送達デバイスは、概して、収容部と称され得る外部本体または外郭
内に提供される、いくつかの構成要素を含む。外部本体または外郭の全体的設計は様々で
あり得、エアロゾル送達デバイスの全体的なサイズ及び形状を画定し得る外部本体の形式
または構成は様々であり得る。典型的には、紙巻きタバコまたは葉巻の形状に似た細長い
本体が、単一の一体型収容部から形成されてもよく、あるいは、細長い収容部が、２つ以
上の分離可能な本体で形成されてもよい。例えば、エアロゾル送達デバイスは、実質的に
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管形状であるために従来の紙巻きタバコまたは葉巻の形状に似てもよい、細長い外郭また
は本体を備えることができる。一実施形態では、本エアロゾル送達デバイスの構成要素の
全てが、１つの収容部内に含まれる。エアロゾル送達デバイスは、接合され分離可能であ
る２つ以上の収容部を備えることができる。例えば、エアロゾル送達デバイスは、１つ以
上の再使用可能な構成要素（例えば、再充電可能な電池、及び本物品の動作を制御するた
めの様々な電子装置）を含む収容部を備える制御体を一端に保有してもよく、もう一端で
は、使い捨ての部分（例えば、使い捨ての風味含有カートリッジ）を含む外部本体または
外郭が、それに取り外し可能に取り付けられてもよい。
【００４９】
　本開示のエアロゾル送達デバイスは、電源（すなわち、電力源）、少なくとも１つの制
御構成要素（例えば、電流その電源を物品の他の構成要素へ制御することなどにより、発
熱のために電力を作動させ、制御し、調節し、停止させるための手段、例えばマイクロコ
ントローラまたはマイクロプロセッサ）、加熱器または発熱部材（例えば、単独または１
つ以上の更なる要素と組み合わせて「噴霧器」と一般的に称され得る、電気抵抗加熱要素
または他の構成要素）、エアロゾル前駆体組成物（例えば、一般的には、「スモークジュ
ース（ｓｍｏｋｅ　ｊｕｉｃｅ）」、「Ｅリキッド（ｅ－ｌｉｑｕｉｄ）」、及び「Ｅジ
ュース（ｅ－ｊｕｉｃｅ）」と一般に称される成分など、十分な熱が適用されるとエアロ
ゾルを生むことができる液体）、及びエアロゾル吸入のためにエアロゾル送達デバイスを
吸うことを可能にする吸い口領域すなわち先端（例えば、吸われると、生成されたエアロ
ゾルがそこから引き出され得るように、物品を通る画定された気流路）の何らかの組み合
わせを備えることが最も好ましい。
【００５０】
　本開示のエアロゾル送達システム内の構成要素のより具体的な形式、構成、及び配置は
、以下に提供される更なる開示を踏まえれば明確となる。更に、様々なエアロゾル送達シ
ステムの構成要素の選択及び配置は、本開示の背景技術の節で言及した代表的な製品など
の市販される電子エアロゾル送達デバイスを考慮した上で理解することができる。
【００５１】
　様々な実施形態では、エアロゾル送達デバイスは、エアロゾル前駆体組成物を保持する
ように構成された貯蔵部を備えることができる。貯蔵部は、多孔性材料（例えば、繊維性
材料）で形成され得、したがって多孔性基材（例えば、繊維性基材）と称され得る。
【００５２】
　エアロゾル送達デバイス内の貯蔵部として有用な繊維性基材は、複数の繊維もしくはフ
ィラメントで形成された織布材料または不織布材料であり得、天然繊維及び合成繊維のう
ちの一方または両方で形成され得る。例えば、繊維性基材は、ガラス繊維材料を含み得る
。特定の実施形態では、酢酸セルロース材料が使用され得る。他の例示的な実施形態では
、炭素材料が使用され得る。
【００５３】
　本開示に従うエアロゾル送達デバイス１００の例示的な一実施形態を、図１に提供する
。図１に図示する破断図に見られるように、エアロゾル送達デバイス１００は、機能する
関係で恒久的または着脱可能に整列され得る、制御体１０２及びカートリッジ１０４を備
えることができる。制御体１０２とカートリッジ１０４との係合は、圧入（図示されるよ
うな）、ねじ式、締まり嵌め、または磁気などであり得る。具体的には、本明細書に更に
記載されるものなどの接続構成要素が使用され得る。例えば、制御体は、カートリッジ上
の接続器に係合するように適合される連結器を含み得る。
【００５４】
　特定の実施形態では、制御体１０２及びカートリッジ１０４のうちの一方または両方は
、使い捨てであるもの、または再使用可能であるものと称され得る。例えば、制御体は、
交換可能な電池または再充電可能な電池を有してもよく、故に、典型的な電気コンセント
への接続、車の充電器（すなわち、シガーソケットレセプタクル）への接続、及びユニバ
ーサルシリアルバス（ＵＳＢ）ケーブルなどを通したコンピュータへの接続を含む、任意
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の種類の再充電技術と組み合わされ得る。例えば、一端にＵＳＢコネクタを、及び対向す
る端に制御体コネクタを含むアダプタが、２０１３年３月１５日出願のＮｏｖａｋらの米
国特許出願第１３／８４０，２６４号に開示されており、これは、参照によりその全体が
本明細書に組み込まれる。更に、いくつかの実施形態では、２０１２年９月５日出願のＣ
ｈａｎｇらの米国特許出願第１３／６０３，６１２号に開示されるように、カートリッジ
は単回使用カートリッジを備えてもよく、これは、参照によりその全体が本明細書に組み
込まれる。
【００５５】
　図１に図示するように、制御体１０２は、制御構成要素１０６（例えば、マイクロコン
トローラ）、フローセンサ１０８、電池１１０、及びＬＥＤ１１２を含むことができる制
御体外郭１０１で形成され得、かかる構成要素は可変的に整列され得る。更なるインジケ
ータ（例えば、触覚フィードバック構成要素または音声フィードバック構成成分など）が
、ＬＥＤに加えて、またはその代替品として含まれてもよい。カートリッジ１０４は、貯
蔵収容部内に貯蔵されたエアロゾル前駆体組成物を加熱器１３４へと吸い上げるか、また
は別様に輸送するように適合された、液体輸送要素１３６と流体連通している貯蔵部１４
４を封入する、カートリッジ外郭１０３から形成されてもよい。材料を通して電流が印加
されると熱を生成するように構成された材料の様々な実施形態を用いて、抵抗加熱要素１
３４を形成してもよい。ワイヤコイルを形成し得る例示的な材料としては、Ｋａｎｔｈａ
ｌ（ＦｅＣｒＡｌ）、Ｎｉｃｈｒｏｍｅ、二珪化モリブデン（ＭｏＳｉ２）、珪化モリブ
デン（ＭｏＳｉ）、アルミニウムでドープした二珪化モリブデン（Ｍｏ（Ｓｉ，Ａｌ）２

）、黒鉛及び黒鉛系材料（例えば、炭素系フォーム及び糸）、ならびにセラミック（例え
ば、正または負の温度係数のセラミック）が挙げられる。本開示によるエアロゾル送達デ
バイスにおいて有用である加熱部材の例示的な実施形態が、以下で更に説明され、かかる
加熱部材は、本明細書に記載され図１に図示されるようなデバイス内に組み込まれ得る。
【００５６】
　形成されたエアロゾルがカートリッジ１０４から脱出することを可能にする開口部１２
８が、カートリッジ外郭１０３内に（例えば、吸い口に）存在してもよい。かかる構成要
素は、カートリッジ内に存在し得る構成要素の代表であり、本開示により包含されるカー
トリッジ構成要素の範囲を限定することは意図されない。
【００５７】
　カートリッジ１０４はまた、集積回路、メモリ構成要素、またはセンサなどを含み得る
、１つ以上の電子構成要素１５０を含んでもよい。電子構成要素１５０は、有線または無
線手段によって制御構成要素１０６及び／または外部デバイスと通信するように適合され
てもよい。電子構成要素１５０は、カートリッジ１０４またはその基部１４０内のどこに
位置付けられてもよい。
【００５８】
　制御構成要素１０６及びフローセンサ１０８が別個に図示されるものの、気流センサが
直接取り付けられている電子回路基板として、制御構成要素とフローセンサとが組み合わ
されてもよいことが理解される。更に、電子回路基板は、電子回路基板が制御体の中心軸
に対して長さ方向に平行となり得るという点で、図１の図示に対して水平に位置付けられ
てもよい。いくつかの実施形態では、気流センサは、それ自体の回路基板、またはそれが
取り付けられ得る他の基部要素を備えてもよい。いくつかの実施形態では、フレキシブル
回路基板が利用され得る。フレキシブル回路基板は、実質的な管形状を含む、様々な形状
に構成され得る。いくつかの実施形態では、フレキシブル回路基板は、以下で更に説明さ
れる加熱器基材の一部または全てと組み合わせられるか、その上で積層されるか、または
それを形成し得る。
【００５９】
　制御体１０２及びカートリッジ１０４は、それらの間の流体係合を促進するように適合
された構成要素を含んでもよい。図１に図示するように、制御体１０２は、その中に空洞
１２５を有する連結器１２４を含んでもよい。カートリッジ１０４は、連結器１２４に係
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合するように適合された基部１４０を含んでもよく、空洞１２５内に嵌合するように適合
された突出部１４１を含んでもよい。かかる係合は、制御体内の電池１１０及び制御構成
要素１０６とカートリッジ内の加熱器１３４との電気接続を確立するだけでなく、制御体
１０２とカートリッジ１０４との安定した接続を促進することができる。更に、制御体外
郭１０１は、吸気口１１８を含んでもよく、吸気口は、連結器１２４に接続する外郭内の
刻み目であってもよく、これにより、周囲空気が連結器の周りを通過し、外郭内へと入る
ことが可能になり、次いで周囲空気は、連結器の空洞１２５を通過し、突出部１４１を通
ってカートリッジ内へと入る。
【００６０】
　本開示に従う有用な連結器及び基部は、２０１３年３月１５日出願のＮｏｖａｋらの米
国特許出願第１３／８４０，２６４号に記載されており、その開示内容は、参照によりそ
の全体が本明細書に組み込まれる。例えば、図１に見られる連結器は、基部１４０の内周
１４２と対になるように構成された外周１２６を画定し得る。一実施形態では、基部の内
周は、連結器の外周の半径と実質的に等しいか、またはそれよりもわずかに大きい半径を
画定し得る。更に、連結器１２４は、基部の内周において画定される１つ以上の陥凹１７
８に係合するように構成された、外周１２６の１つ以上の突起１２９を画定し得る。しか
しながら、様々な他の実施形態の構造、形状、及び構成要素を用いて、基部を連結器に連
結させ得る。いくつかの実施形態では、カートリッジ１０４の基部１４０と制御体１０２
の連結器１２４との間の接続は、実質的に恒久的であってもよい一方で、他の実施形態で
は、それらの間の接続は解放可能であってもよく、その結果、例えば、制御体が、使い捨
てかつ／または再充填可能であり得る１つ以上の追加のカートリッジと再使用されてもよ
い。
【００６１】
　エアロゾル送達デバイス１００は、いくつかの実施形態では実質的に棒状、管形状、ま
たは円筒形状であり得る。他の実施形態では、更なる形状及び寸法、例えば、長方形また
は三角形の断面、多面的形状などが包含される。
【００６２】
　図１に図示する貯蔵部１４４は容器であってもよく、または現在記載する繊維性貯蔵部
であってもよい。例えば、貯蔵部１４４は、この実施形態では、実質的にカートリッジ外
郭１０３の内側を取り囲む管の形状に形成された不織布繊維の１つ以上の層を備えること
ができる。エアロゾル前駆体組成物は、貯蔵部１４４内に保持され得る。例えば、液体構
成成分は、貯蔵部１４４によって吸着的に保持され得る。貯蔵部１４４は、液体輸送要素
１３６と流体連通していてもよい。液体輸送要素１３６は、貯蔵部１４４内に貯蔵された
エアロゾル前駆体組成物を、毛管作用によって、この実施形態では金属ワイヤコイルの形
態である加熱要素１３４へと輸送し得る。したがって、加熱要素１３４は、液体輸送要素
１３６と加熱配置にある。本開示によるエアロゾル送達デバイスにおいて有用である貯蔵
部及び輸送要素の例示的な実施形態が、以下で更に説明され、かかる貯蔵部及び／または
輸送要素は、本明細書に記載され図１に図示されるようなデバイス内に組み込まれ得る。
具体的には、加熱部材及び輸送要素の以下で更に説明される特定の組み合わせが、本明細
書に記載され図１に図示されるようなデバイス内に組み込まれ得る。
【００６３】
　使用中、ユーザが物品１００を吸引すると、センサ１０８によって気流が検出され、加
熱要素１３４が作動し、エアロゾル前駆体組成物の構成成分が加熱要素１３４によって気
化される。物品１００の吸い口を吸引することで、周囲空気が吸気口１１８に進入し、連
結器１２４内の空洞１２５及び基部１４０の突出部１４１内の中央開口部を通過する。カ
ートリッジ１０４内では、吸引された空気が形成された蒸気と組み合わさってエアロゾル
を形成する。エアロゾルは、加熱要素１３４から直ぐに移動、吸引、または別様に引き離
され、物品１００の吸い口内の口元開口部１２８から出る。
【００６４】
　本開示によるエアロゾル送達デバイスの様々な構成要素は、当該技術分野において説明
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され、かつ市販される構成要素から選択され得る。本開示に従って使用され得る電池の例
は、Ｐｅｃｋｅｒａｒらの米国特許出願公開第２０１０／００２８７６６号に記載されて
おり、この開示はその全体が参照により本明細書に組み込まれる。
【００６５】
　エアロゾル送達デバイスは、（例えば、使用中の吸引時に）エアロゾル生成が所望され
る場合、発熱要素への電力の供給を制御するためのセンサまたは検出器を組み込んでもよ
い。したがって、例えば、使用中エアロゾル送達デバイスが吸引されないときに発熱要素
への電力供給を止めるための、かつ電力供給を入れて、吸引中に発熱要素による発熱を作
動または誘発するための様式または方法が提供される。更なる代表的な種類の感知または
検出機構、それらの構造及び構成、それらの構成要素、ならびにそれらの操作の一般的方
法は、Ｓｐｒｉｎｋｅｌ，Ｊｒ．の米国特許第５，２６１，４２４号、ＭｃＣａｆｆｅｒ
ｔｙらの同第５，３７２，１４８号、及びＦｌｉｃｋによるＰＣＴ国際公開第２０１０／
００３４８０号に記載されており、これらは、参照により本明細書に組み込まれる。
【００６６】
　エアロゾル送達デバイスは、最も好ましくは、吸引中の発熱要素への電力量を制御する
ための制御機構を組み込む。代表的な種類の電子構成要素、それらの構造及び構成、それ
らの特徴、ならびにそれらの操作の一般的方法は、Ｇｅｒｔｈらの米国特許第４，７３５
，２１７号、Ｂｒｏｏｋｓらの同第４，９４７，８７４号、ＭｃＣａｆｆｅｒｔｙらの同
第５，３７２，１４８号、Ｆｌｅｉｓｃｈｈａｕｅｒらの同第６，０４０，５６０号、Ｎ
ｇｕｙｅｎらの同第７，０４０，３１４号、及びＰａｎの同第８，２０５，６２２号、Ｆ
ｅｒｎａｎｄｏらの米国特許公開第２００９／０２３０１１７号及びＣｏｌｌｅｔらの同
第２０１４／００６０５５４号、ならびに２０１３年３月１５日出願のＡｍｐｏｌｉｎｉ
らの米国特許出願第１３／８３７，５４２号及び２０１４年３月１３日出願のＨｅｎｒｙ
らの同第１４／２０９，１９１号に記載されており、これらは、参照により本明細書に組
み込まれる。
【００６７】
　エアロゾル前駆体を支持するための、代表的な種類の基材、貯蔵部、または他の構成要
素は、Ｎｅｗｔｏｎの米国特許第８，５２８，５６９号、Ｃｈａｐｍａｎらの２０１３年
３月１５日出願の米国特許出願第１３／８０２，９５０号、Ｄａｖｉｓらの２０１３年８
月２８日出願の同第１４／０１１，１９２号、及びＢｌｅｓｓらの２０１４年２月３日出
願の同第１４／１７０８３８号に記載されており、これらは、参照により本明細書に組み
込まれる。更に、様々な吸い上げ材料、ならびある特定の種類の電子タバコ内でのそれら
の吸い上げ材料の構成及び操作は、Ｓｅａｒｓらの２０１３年１月３０日出願の米国特許
出願第１３／７５４，３２４号に記載されており、これは、参照により本明細書に組み込
まれる。
【００６８】
　いくつかの実施形態では、本開示は、エアロゾル前駆体組成物を加熱及び気化させるた
めに有用である加熱部材を提供する。加熱部材は、最小のエネルギー入力を必要とする一
方で、エアロゾル前駆体組成物の、一定かつ急速な気化を提供するために特に適し得る。
【００６９】
　加熱部材２００の例示的な実施形態が、図２に図示される。その中で見られるように、
加熱部材２００は加熱要素２１０及び加熱器基材２２０を備える。加熱器基材は、例えば
加熱要素２１０の下に置かれるフィルム、膜などを備えることができる。加熱器基材２２
０は、加熱要素を支持するために好適な任意の材料で形成され得る。いくつかの実施形態
では、加熱器基材２２０は電気絶縁性材料であり得る。加熱器基材２２０は同様に、断熱
性または熱伝導性のいずれかであり得る。加熱器基材２２０は、好ましくは、少なくとも
加熱要素によって達成される温度まで熱安定性である。特に重合体材料、例えば、ポリイ
ミドが使用され得る。加熱器基材２２０は、実質的に平らであり、様々な形状へと構成可
能である、シート、フィルム、または膜形態で提供され得る材料を備えることができる。
加熱器基材２２０は、代替的に、成形されるかまたは別様に作成済みの形状であり得る。
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加熱器基材は、例えばセラミックから形成され得る。図２に図示されるように、加熱器基
材２２０は、本明細書に別様に記載されるような、３次元構造へと構成されるために好適
な形状である薄いフィルムである。加熱器基材２２０は、厚さにおいて様々であり得る。
例えば、加熱器基材の厚さは、２ｍｍ未満、１ｍｍ未満、または０．７５ｍｍ未満であり
得る。いくつかの実施形態では、加熱器基材の厚さは、約０．１ｍｍ～約２ｍｍ、約０．
２ｍｍ～約１．５ｍｍ、または約０．２５ｍｍ～約１．２５ｍｍであり得る。
【００７０】
　加熱要素２１０は、抵抗加熱を提供するために好適である、本明細書に別様に記載され
るような、金属または同様の材料を備えることができる。加熱要素２１０は、エッチング
技術、印刷技術、または接着技術などの任意の好適な方法によって、加熱器基材と組み合
わせられ得る。例えば金属リボンは、加熱器基材に積層されるか、または別様に固定され
得る。更なる例として、導電性インクが加熱器基材の表面上に印刷され得る。導電性イン
クを備える加熱要素は、変化する複雑性の様々なパターンに構成され得、インクはエアロ
ゾル形成を改善できる様式で、パターン化され得る。加熱器基材上に導電性インクを印刷
することは、より少ない材料及び／またはより少ない加工段階を必要とし得る点で製造を
改善することができ、高処理印刷技術が加熱部材を急速に調製するために利用され得る。
印刷された加熱要素は、テクスチャ加工され得る。
【００７１】
　加熱要素２１０は、電気端子２１１ａ及び２１１ｂを含むことができる。加熱要素は、
加熱要素が実質的に加熱器基材の形状を取るように、実質的に屈曲、湾曲、曲がるなどの
点で、加熱器基材と実質的に共形であり得る。例えば本明細書に更に記載されるように、
加熱器基材は、それ自体の上で湾曲し得るかまたは同様に巻き付けられ得、中空の切頭体
または他の円錐台構成を形成する。加熱要素は加熱器基材と共形であるため、加熱器基材
が湾曲した形状へと形成されると、加熱要素は湾曲するように適合される。いくつかの実
施形態では、加熱要素は、加熱器基材と、実質的に加熱要素の全長に沿って接着されてい
る及び／または物理的に接触しているとして特徴付けられ得る。この点で、加熱要素は、
様々な構成で加熱器基材に適用され、所望の加熱プロファイル、所要電力、熱出力などを
達成し得る。
【００７２】
　図２に図示されるように、加熱要素２１０は、加熱器基材の部分的な長さに沿って加熱
器基材２２０に適合される。加熱要素と共形の加熱器基材の一部は様々であり得る。いく
つかの実施形態では、加熱要素は、実質的に加熱器の全長に沿って加熱器基材上に存在す
ることができる。図示された実施形態では、加熱器基材２２０は、加熱要素を含まない構
造的腕部２２１を含む。実際に、加熱器基材が所望の３次元形状へと形成されるとき、構
造的腕部２２１は、加熱要素と共形の加熱器基材の一部の、全体または一区分の上に重ね
られる（または下に重ねられる）。
【００７３】
　いくつかの実施形態では、加熱器基材は、第１のサイズの第１の端部及びより大きいサ
イズの第２の端部を有する細長い構造として構成され得る。かかる細長い構造は、例えば
、円錐体、円錐台、錐体、角錐台、または他の類似の幾何学的形状であり得る。いくつか
の実施形態では、加熱器基材は、そこを通る内側通路を含むことができる。加熱部材は、
実質的に円形、実質的に正方形、実質的に長方形、実質的に三角形、多角形（例えば、３
～１０または４～８面）などである断面を有し得る。円錐台の形態である加熱部材は、約
６０度まで、具体的には約５度～約５０度の円錐角を有し得る。
【００７４】
　図３の例示的な実施形態に図示されるように、加熱器基材２２０と共形の加熱要素２１
０で形成される加熱部材２００は、第１のサイズの第１の端部２３０及びより大きいサイ
ズの第２の端部２４０を有する切頭体として構成される。図示された構造は、第１の端部
２３０及び第２の端部２４０が実質的に平行である切頭体であるが、第１及び第２の端部
が平行である必要はないことが理解される。エアロゾル送達デバイスに含まれるとき、よ
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り小さくサイズ決めされた端部がデバイスの吸い口に向かって方向付けられ得るか、また
はより大きくサイズ決めされた端部がデバイスの吸い口に方向付けられ得る。加熱部材２
００は、その第１の端部２３０から第２の端部２４０までを通る内側通路２５０を含む。
加熱器基材２２０が、折りたたまれるか、湾曲するか、または別様に所望の形状へと構成
される、フィルムまたは膜である実施形態では、内側通路２５０が、構成される加熱器基
材の形状に実質的に対応する形状を有し得ることが理解される。他の実施形態では、加熱
器基材は第１の形状（例えば、外側の形状）を有し得、内側通路は第２の、異なる形状を
有し得る。例えば、加熱器基材は成形されるかまたは３－Ｄ印刷された要素であり得、内
側通路はデバイスを通る気流を最適化し、蒸気形成を最適化し、乱流などを提供するため
に設計され得る画定された寸法の規定された形状で提供され得る。したがって、基材は所
望の形状に事前形成され得る。かかる実施形態の加熱要素は、成形または印刷された加熱
器基材の外側表面及び／または内側通路を規定する表面と共形であり得る。
【００７５】
　いくつかの実施形態では、加熱部材の加熱器基材は、加熱要素が、加熱部材の外側、例
えば加熱部材の外部表面上で加熱配置にあるように構成され得る。他の実施形態では、加
熱部材の加熱器基材は、加熱要素が、加熱部材の内側、例えば加熱器基材の内側通路内で
加熱配置にあるように構成され得る。図３を参照して、例えば、加熱器基材２２０は、加
熱要素２１０が加熱部材２００の内側にあるような方向に巻き付けられる（すなわち、周
りで湾曲する）。換言すれば、加熱要素２１０は、加熱部材２００の内側通路２５０に方
向付けられ得るエアロゾル前駆体組成物と、加熱配置を形成するように、位置付けられる
。他の実施形態では、加熱器基材は、加熱要素が、加熱部材の外側（具体的には外部表面
）に方向付けられ得るエアロゾル前駆体組成物と、加熱配置を形成するように位置付けら
れるように、対向する方向に、巻かれるかまたは湾曲され得ることが理解される。
【００７６】
　いくつかの実施形態では、加熱器基材は断熱性であり得、加熱配置はしたがってエアロ
ゾル前駆体組成物を、加熱要素と共形の、加熱器基材の側面に方向付けることによって形
成され得る。他の実施形態では、加熱器基材は熱伝導性であり得、加熱配置はしたがって
エアロゾル前駆体組成物を、加熱要素が適合される反対側の、加熱器基材の側面に方向付
けることによって形成され得る。加熱要素と共形の加熱器基材フィルムまたは膜の側面は
加熱器基材の前面として参照され得、加熱器基材の対向面は加熱器基材の後面として参照
され得る。例えば、図４（図２の線４－４による断面を示す）に見られるように、加熱要
素２１０及び電気端子２１１ａは加熱器基材２２０の前面２２０ａ上にあり、加熱器基材
の後面２２０ｂは更なる要素を含まない。所望の場合、加熱要素は加熱器基材の前面及び
後面の両面上に存在し得る。
【００７７】
　所望の場合、加熱部材は、加熱器基材に加えて１つ以上のフィルム、膜などを備えるこ
とができる。例えば、図５に示される実施形態では、加熱部材２００は、加熱器基材２２
０と共形の加熱要素２１０を備え、加熱器カバー２６０を含む。加熱器カバーは、フィル
ムまたは膜であり得、加熱器基材と同じまたは異なる材料で作成され得る。加熱器カバー
は、熱伝導性または断熱性であり得る。いくつかの実施形態では、加熱器基材は断熱性で
あり得、加熱器カバーは熱伝導性であり得る。他の実施形態では、加熱器基材は熱伝導性
であり得、加熱器カバーは断熱性であり得る。加熱要素は、同じかまたは異なる構造の２
つのフィルムまたは膜の間に挟まれるとして画定され得る。加熱器カバーは、加熱器基材
と実質的に同一の厚さを有することができる。代替的に、加熱器カバーは、加熱器基材の
厚さよりも厚いか、または加熱器基材の厚さよりも薄い厚さを有することができる（図５
に図示される）。加熱要素が加熱器カバーに適合され得るか、または加熱要素に接着され
るかまたは別様に取り付けられる必要なく、加熱器カバーが加熱器基材に適用され得る。
加熱器基材は、いくつかの実施形態の加熱器カバーよりも優れた剛性を有することができ
る。その上、加熱要素が加熱器基材と共形であるとき、加熱器カバーが、加熱器基材が構
成される形状を取ることができるように、加熱器カバーは同様に加熱器基材に適合され得
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る。加熱器カバーは、加熱要素と共形の、加熱器基材の表面全体にわたって存在し得る。
いくつかの実施形態では、加熱器カバーは、実質的に、加熱要素と共形の加熱器基材の領
域内のみに存在し得る。加熱器カバーは、上に置かれる加熱要素として特徴付けられ得る
。
【００７８】
　加熱器基材及び／または加熱器カバー（存在する場合）は、テクスチャ加工表面を有し
得る。テクスチャ加工は、点描、小さなくぼみ、溝、平行線模様などを含む、任意の様々
な形状を含むことができる。テクスチャ加工は、加熱器基材及び／または加熱器カバーの
表面上にエアロゾル前駆体液を保持するために有用であり得、より完全な気化を可能にす
る。テクスチャ加工はまた、加熱器基材及び／または加熱器カバーの表面にわたって毛管
流路を提供することなどによって、エアロゾル前駆体液の、加熱要素への流れを改善する
ために有用であり得る。テクスチャ加工は、加熱器基材及び／または加熱器カバーの表面
上のエアロゾル前駆体液が、加熱要素の正確な位置に方向付けられ得る（毛管作用などに
よって）ように、加熱要素の形状に実質的に適合し得る。
【００７９】
　本開示の実施形態によるエアロゾル送達デバイスは、多孔性輸送要素の長さに沿ったエ
アロゾル前駆体組成物の通過のために構成される多孔性輸送要素を備えることができる。
多孔性輸送要素は、毛管作用を介するなどして液体の動きを提供するために好適な任意の
材料で形成され得る。多孔性輸送要素は、液体エアロゾル前駆体組成物の保管のために構
成される別個の貯蔵部と流体連通していてもよい。いくつかの実施形態では、多孔性輸送
要素は、輸送要素と貯蔵部とが物理的に接触するように、貯蔵部と流体連通していてもよ
い。他の実施形態では、多孔性輸送要素は、液体エアロゾル前駆体組成物を吸収的に貯蔵
するために、十分に寸法決めされ得、したがって貯蔵部及び芯の両方として機能する。
【００８０】
　多孔性輸送要素は、例えば炭素繊維材料、ガラス繊維材料などの、本明細書に別様に記
載されるような繊維性材料であり得る。多孔性輸送要素は、少なくとも第１の端部を有す
るように実質的に細長くあり得、輸送要素は、その第１の端部が加熱部材と加熱配置にあ
るように構成され得る。
【００８１】
　いくつかの実施形態では、多孔性輸送要素は、実質的に繊維性マットの形態であり得る
。かかる繊維性マットは、単層で形成され得るか、または複数の層で形成され得る。具体
的には、輸送要素は、繊維性マットの第１の端部が繊維性マットの残部よりも少ない層を
備えるように構造化され得る。例えば、輸送要素は、円環状に整列された繊維性材料また
は異なる繊維性材料の２つ以上の層を備えることができる。いくつかの実施形態では、輸
送要素は、第１の自由端部と貯蔵部によって少なくとも部分的に囲まれる第２の端部とを
有する、実質的に管形状の繊維性マットを備えることができ、それは繊維性材料の１つ以
上の層を備えることができる。
【００８２】
　複数の層を含む実施形態では、層は、１つ以上の異なる特性を呈する異なる材料を含む
ことができる。例えば、内層は、外層（実質的に貯蔵層として機能し得る）から内層（実
質的に貯蔵層から加熱部材へ液体を輸送するための芯として機能し得る）への液体の動き
を促進するように、外層よりも優れた吸い上げを呈し得る。
【００８３】
　輸送要素１３６の例示的な実施形態が、図６に図示される。図示された実施形態では、
輸送要素１３６は第１の端部６８１及び第２の端部６８２を備える。第１の端部６８１で
、輸送要素１３６は単層繊維性マット６１１を備える。第２の端部６８２で、輸送要素１
３６は複層繊維性マット６１３を備える。図示されるように（図６及び図７を参照）、単
層繊維性マット６１１は、複層繊維性マット６１３内へ延在し、したがって複層繊維性マ
ットの層を形成すると見なされ得る。複層繊維性マット６１３は、単層繊維性マット６１
１を形成する繊維と異なる繊維を備え得る。代替的に、複層繊維性マット６１３は、単層
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繊維性マット６１１を形成する、同じ繊維性材料の複数の層を備えることができる。複層
繊維性マット６１３がより大きい体積の材料を含有するため、複層繊維性マットは貯蔵部
として機能し得る。代替的に、別個の貯蔵部は輸送要素１３６と組み合わせられ得る。
【００８４】
　図６の輸送要素１３６は、図７に示される、線７－７による断面を更に図示する。図示
されるように、複層繊維性マット６１３は、２つの層６１３ａ及び６１３ｂと、それらの
内側に位置付けられる単層繊維性マット６１１を備える。複数の層はしたがって同心円層
であり得る。図７に見られるように、輸送要素は、そこを通る中央通路６６０を更に備え
ることができる。具体的には、中央通路は、第１の端部から第２の端部まで、輸送要素の
全長に沿って延在することができる。いくつかの実施形態では、輸送要素の一方または両
方の端部が閉じられ得る。
【００８５】
　加熱部材及び多孔性輸送要素は、本開示に従い、様々な様式でエアロゾル送達デバイス
に組み合わせられ得る。例えば、図８に図示される実施形態では、エアロゾル送達デバイ
ス８００は、外郭８０３及びデバイスから形成されたエアロゾルの通過のための開口部８
２８を中に有するマウスピース８０５を備える。外郭８０３は、図１の制御体１０２に関
して例示されるような、制御構成要素及び電力構成要素を更に含む、単一ユニットを画定
することができる。外郭８０３は、代替的に、制御体への取り付けのために構成され得、
かつ図１に関連して記載されるような取り付け要素を含むことができる、制御体取り付け
端部８０６を有するカートリッジ（図１のカートリッジ１０４など）を画定することがで
きる。
【００８６】
　図８の実施形態でのエアロゾル送達デバイス８００は、第１のサイズの第１の端部２３
０及びより大きいサイズの第２の端部２４０を有する円錐台として構成される加熱器基材
２２０と共形の加熱要素２１０で形成される加熱部材２００を更に備える。加熱部材２０
０は、加熱器カバー２６０を更に含む。加熱器基材２２０及び加熱器カバー２６０は、加
熱要素２１０が加熱器基材と加熱器カバーとの間に実質的に挟まれるように、図示された
実施形態の薄いフィルムとして各々構成される。加熱器基材２２０は断熱性であり得、加
熱器カバー２６０は熱伝導性であり得る。
【００８７】
　図８では、加熱部材２００は、加熱器基材２２０、加熱要素２１０、及び加熱器カバー
２６０によって形成される円錐台を通る内側通路２５０を含む。エアロゾル送達デバイス
８００はまた、第１の端部８８１及び第２の端部８８２を備える多孔性輸送要素８３６を
含む。多孔性輸送要素８３６は、単層繊維性マット８１１が輸送要素の第１の端部８８１
を形成し、複層繊維性マット８１３が輸送要素の第２の端部８８２を形成するように、繊
維性マットの複数の層で形成される。複層繊維性マット８１３は、少なくとも繊維性マッ
トの第２層によって囲まれる、単層繊維性マット８１１の一部を含むことができる。図８
の部分断面図では、複層繊維性マット８１３のより大きい繊維密度が、単層繊維性マット
８１１をそれと混合させ、視覚的に不明瞭にする。多孔性輸送要素８３６の第１の端部８
８１は、加熱要素２１０と加熱配置にあるように、加熱部材２００の内側通路２５０内に
位置付けられる。多孔性輸送要素８３６は、その中に、具体的には複層繊維性マット８１
３内に貯蔵されたエアロゾル前駆体組成物を有する。加熱要素２１０が加熱されるとき、
輸送要素８３６の第１の端部８８１での単層マット８１１内のエアロゾル前駆体組成物は
気化され、空気と混合する蒸気８９９を形成し（点線Ａを参照）、外郭８０３内の空洞８
９７内にエアロゾル１０を形成する。蒸気は、輸送要素を通る中央通路８６０（破線によ
って図示される）内に形成される。故に、いくつかの実施形態では、エアロゾル送達デバ
イスは、加熱器基材２２０で形成される円錐台のより小さくサイズ決めされた第１の端部
８８１に進入し、内側通路（例えば、図８の中央通路８６０または図９の中央経路８５５
）を通過し、円錐台のより大きくサイズ決めされた第２の端部８８２で外に出る気流路（
図８の空気の流れＡ）を備えるとして画定され得る。加熱器基材の本質は、形成された蒸
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気をより良く同伴させることができる乱気流を提供することに関して特に有益であり得る
。単独またはエアロゾル送達デバイスの１つ以上の更なる要素との組み合わせた加熱器基
材は、渦を実質的に形成するためにそこを通って空気を通過させるように構成され得るか
、または層状の気流を実質的に引き起こすように構成され得る。
【００８８】
　いくつかの実施形態では、更なる要素が存在し得る。例えば、図９に図示される実施形
態は、図８の実施形態と実質的に同一であるが、しかし更なる構造的要素を含む。具体的
には、図９のエアロゾル送達デバイス８００は、多孔性輸送要素８３６を、実質的にその
第１の端部８８１からその第２の端部８８２までの中心を、長手方向に通過する支持部材
８４５を備える。支持部材８４５は、その一端で先細りであり得、輸送要素８３６の第１
の端部８８１を越えて（ならびに輸送部材の第２の端部８８２を越えて）延在することが
できる。支持部材８４５は、そこを通って長手方向に延在するかまたは別様に画定される
そこを通る経路を有する、中央経路８５５を含むことができる。いくつかの実施形態では
、支持部材８４５は、中央経路８５５の少なくとも一部内に位置付けられる分流器８５４
を備えることができる。分流器８５４は、中央経路８５５に進入する空気が、１つ以上の
空気出口８５３を通り、加熱要素２１０によって多孔性輸送要素８３６内のエアロゾル前
駆体組成物を加熱することによって蒸気が形成される、加熱部材２００と支持部材８４５
との間の気化域８９８へと迂回されるように位置付けられ得る。蒸気を空気と混合するこ
とによって形成されるエアロゾルは、次いで１つ以上の空気吸入口８５３の下流に位置付
けられる１つ以上のエアロゾル出口８５２を通って、中央経路８５５へ通過し戻ることが
できる。１つ以上の空気吸入口８５３及び１つ以上のエアロゾル出口８５２は、支持部材
８４５の壁部に形成され得、１つ以上の開口部、複数の穿孔などであり得る。分流器８５
４は、実質的に外郭８０３の内径と等しいか、またはそれより小さくあり得るフランジ８
５４ａを含むことができ、フランジは、そこを通る空気及びエアロゾルの流れを許容する
ように、中央経路８５５と一直線になっている１つ以上のフランジ開口部８５４ｂを含み
得る（破線の矢印によって示される）。支持部材８４５は、エアロゾル出口８５２の下流
の支持部材の外側の周りの気流を実質的に遮断するように構成され得、具体的には、支持
部材の外側の周りの気化域８９８からの形成されたエアロゾルの通過を防ぐ、半径方向伸
長部８４５ａを含むことができる。エアロゾル送達デバイス８００は、加熱部材２００を
実質的に囲み得、そこに構造的剛性を提供する、加熱器フレーム８４７を更に備えること
ができる。支持部材８４５及び加熱器フレーム８４７は、熱可塑性プラスチック、金属、
セラミックスなどの、エアロゾル送達デバイスでの使用のために好適な任意の材料を含む
ことができる。加熱器フレーム８４７は、開いた自由端部を有することができる。加熱器
フレーム８４７は、加熱部材２００を実質的にカプセル化し、加熱部材との最小化された
接触を有することができように構成され得る。例えば、加熱器フレーム８４７は、加熱部
材２００の第１の端部２３０及び第２の端部２４０のうちの一方または両方と、物理的に
接触するように構成され得る。かかる接触は、それぞれの端部で直接的であり得るか、ま
たはそれぞれの端部の領域内にあることができる。加熱器フレーム８４７と加熱部材２０
０との間の接触は、加熱器フレームと加熱部材との間の空所を画定することができる。か
かる構成は、加熱部材２００から、エアロゾル送達デバイス８００の、多孔性輸送要素８
３６以外の他の構成要素への熱損失を最小化するために有益であり得る。
【００８９】
　本明細書に記載される要素の組み合わせは、様々なエアロゾル送達デバイスとの使用の
ために好適な噴霧器として構成され得る。例えば、本明細書に記載される加熱部材は、芯
と組み合わせられ、噴霧器を形成し得る。加熱部材は、具体的には本明細書に記載される
多孔性輸送要素と組み合わせられ、噴霧器を形成し得る。いくつかの実施形態では、噴霧
器は、加熱部材、多孔性輸送要素、ならびに加熱器フレーム及び支持部材のうちの一方ま
たは両方を備えることができる。噴霧器はまた、電気接触部も備えることができる。
【００９０】
　更なる実施形態では、加熱部材及び多孔性輸送要素は別様に組み合わせられ得る。例え
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ば、図１０に図示される実施形態では、多孔性輸送要素８３６の第１の端部８８１は、加
熱器基材２２０によって形成される円錐台の第１の端部２３０を少なくとも部分的に囲み
、したがって加熱部材２００の加熱要素２１０と加熱配置にあるように位置付けられ得る
。かかる実施形態では、支持部材（図９の８４５）もしくは加熱器フレーム（図９の８４
７）、または支持部材及び加熱器フレームの両方が存在することができる。存在するとき
、支持部材は、輸送要素を長手方向に完全にまたは部分的に通って伸長し得、加熱部材を
完全にまたは部分的に通って伸長し得る。図１０によって例示される実施形態では、エア
ロゾル送達デバイス８００は、加熱要素の外側にあり、加熱器基材２２０によって形成さ
れる円錐台の周りを通る、気流路８５６を備えることができる。気流路８５６は、加熱部
材２００の周りをその第１の端部２３０から、より大きくサイズ決めされたその第２の端
部２４０まで通ることができる。したがって蒸気は、加熱部材２００の外部または外側に
形成され得る（加熱部材を通る内側通路内に形成されることと対照的に）。形成された蒸
気は、気流路を通り、マウスピース８０５の開口部８２８を通ってエアロゾル送達デバイ
スの外に出る空気に同伴され得る。
【００９１】
　いくつかの実施形態では、本開示は、実質的に、本明細書に記載されるようなエアロゾ
ル送達デバイスを形成するための方法を更に提供する。本方法は、他に指示がない限り、
実施順序によって制限されない様々な段階を含むことができる。いくつかの実施形態では
、エアロゾル送達デバイスを形成する方法は、加熱部材を本明細書に記載される通りに構
成することと、加熱部材を外郭内に位置付けることと、を含むことができる。具体的には
、加熱部材は、第１のサイズの第１の端部及びより大きいサイズの第２の端部を有する円
錐台として構成され得、そのように構成される加熱部材が外郭内に挿入され得る。
【００９２】
　特定の実施形態では、本開示による方法は、多孔性輸送要素の長さに沿った、エアロゾ
ル前駆体組成物の通過のために構成される多孔性輸送要素であって、第１の端部及び第２
の対向する端部を有し、その第１の端部を加熱部材と加熱配置に構成する多孔性輸送要素
を提供することを含むことができる。本方法はまた、多孔性輸送要素の第２の端部をエア
ロゾル前駆体組成物と接触させることも含むことができる。円錐台はそこを通る中央通路
を含むことができ、多孔性輸送要素の第１の端部を加熱部材と加熱配置に構成することは
、多孔性輸送要素の第１の端部を、加熱部材のより大きくサイズ決めされた第２の端部で
中央通路内に挿入することを含むことができる。いくつかの実施形態では、多孔性輸送要
素の第１の端部は、その中に中央開口部を備えることができ、多孔性輸送要素の第１の端
部を加熱部材と加熱配置に構成することは、より小さくサイズ決めされた加熱部材の第１
の端部を、多孔性輸送要素の第１の端部の中央開口部内に挿入することを含むことができ
る。
【００９３】
　本明細書に記載されるエアロゾル送達デバイスにおいて有用であるエアロゾル前駆体ま
たは蒸気前駆体組成物は様々であり得る。より好ましくは、エアロゾル前駆体は、様々な
成分もしくは構成成分の組み合わせまたは混合物から構成される。具体的なエアロゾル前
駆体構成成分の選択、及び使用されるそれらの構成成分の相対量は、エアロゾル生成部片
により生成される主流エアロゾルの全体的な化学的組成を制御するために改変されてもよ
い。本質的に概して液体であるとして特徴付けられ得るエアロゾル前駆体が、特に着目さ
れる。例えば、概して液体である代表的なエアロゾル前駆体は、液体溶液、粘性ゲル、混
和性構成成分の混合物、または懸濁もしくは分散された構成成分を組み込む液体の形態を
有し得る。典型的なエアロゾル前駆体は、本開示に特徴的なエアロゾル生成部片の使用中
に経験されるような条件下で熱に曝されると気化することができ、故に、吸入され得る蒸
気及びエアロゾルをもたらすことができる。
【００９４】
　電子タバコとして特徴付けられるエアロゾル送達システムでは、エアロゾル前駆体が、
タバコまたはタバコ由来の構成成分を組み込むことが最も好ましい。１つの点では、タバ



(19) JP 2017-525342 A 2017.9.7

10

20

30

40

50

コは、細かく粉砕、製粉、または粉末化されたタバコ葉片など、タバコの一部または断片
として提供されてもよい。別の点では、タバコは、タバコの水溶性構成成分の多くを組み
込む噴霧乾燥抽出物などの抽出物の形態で提供されてもよい。代替的に、タバコ抽出物は
、ニコチン含有量が比較的高い抽出物の形態を有してもよく、この抽出物は、タバコ由来
の他の抽出構成成分も少量組み込む。別の点では、タバコ由来の構成成分は、タバコに由
来するある特定の風味剤などの比較的純粋な形態で提供されてもよい。１つの点では、タ
バコに由来し、かつ高度に精製されたもしくは本質的に純粋な形態で用いられ得る構成成
分は、ニコチン（例えば、医薬品等級のニコチン）である。
【００９５】
　エアロゾル前駆体は、いわゆる「エアロゾル形成材料」を組み込んでもよい。かかる材
料は、本開示に特徴的なエアロゾル生成部片の通常の使用中に経験されるような条件下で
熱に曝されて気化すると目に見えるエアロゾルをもたらす能力を有する。かかるエアロゾ
ル形成材料としては、様々なポリオールまたは多価アルコール（例えば、グリセリン、プ
ロピレングリコール、及びそれらの混合物）が挙げられる。本開示の多くの実施形態は、
水、水分、または水性液体として特徴付けられ得るエアロゾル前駆体構成成分を組み込む
。ある特定のエアロゾル生成部片の通常の使用の条件の間、これらの部片内に組み込まれ
た水が気化して、生成されるエアロゾルの構成成分をもたらすことができる。したがって
、本開示では、エアロゾル前駆体中に存在する水は、エアロゾル形成材料と見なされ得る
。
【００９６】
　本開示のエアロゾル送達システムにより生成された、吸引される主流エアロゾルの感覚
の性質または本質を改変する、広範な任意選択の風味剤または材料を用いることが可能で
ある。例えば、かかる任意選択の風味剤は、エアロゾル前駆体中に使用され、エアロゾル
の風味、香り、及び感覚受容特性を改変し得る。ある特定の風味剤は、タバコ以外の供給
源から提供され得る。例示的な風味剤は、本質的に天然物であっても人工物であってもよ
く、濃縮物または風味パッケージとして用いられてもよい。
【００９７】
　例示的な風味剤としては、バニリン、エチルバニリン、クリーム、茶、コーヒー、果実
（例えば、リンゴ、サクランボ、イチゴ、モモ、ならびにライム及びレモンを含む柑橘類
風味）、カエデ、メントール、ミント、ペパーミント、スペアミント、ウィンターグリー
ン、ナツメグ、チョウジ、ラベンダー、ショウズク、生姜、蜂蜜、アニス、セージ、シナ
モン、白檀、ジャスミン、カスカリラ、ココア、甘草、ならびに、紙巻きタバコ、葉巻、
及びパイプタバコの風味付けに従来使用される種類及び性質の風味剤ならびに風味パッケ
ージが挙げられる。高果糖コーンシロップなどのシロップもまた、用いられてもよい。あ
る特定の風味剤は、最終的なエアロゾル前駆体混合物の配合前にエアロゾル形成材料中に
組み込まれ得る（例えば、ある特定の水溶性風味剤は水中に組み込まれ得、メントールは
プロピレングリコール中に組み込まれ得、ある特定の複合風味パッケージはプロピレング
リコール中に組み込まれ得る）。
【００９８】
　エアロゾル前駆体はまた、酸性または塩基性の特徴を呈する成分（例えば、有機酸、ア
ンモニウム塩、または有機アミン）を含んでもよい。例えば、ある特定の有機酸（例えば
、レブリン酸、コハク酸、乳酸、及びピルビン酸）は、好ましくは最大で（有機酸の総含
有量に基づいて）ニコチンと等モル量で、ニコチンを組み込むエアロゾル前駆体配合物中
に含まれ得る。例えば、エアロゾル前駆体は、１モルのニコチン当たり約０．１～約０．
５モルのレブリン酸、１モルのニコチン当たり約０．１～約０．５モルのコハク酸、１モ
ルのニコチン当たり約０．１～約０．５モルの乳酸、１モルのニコチン当たり約０．１～
約０．５モルのピルビン酸、またはそれらの様々な順列及び組み合わせを、存在する有機
酸の総量がエアロゾル前駆体中に存在するニコチンの総量と等モルである濃度まで含み得
る。
【００９９】
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　非限定的な一例として、代表的なエアロゾル前駆体は、重量基準で、約７０％～約９０
％のグリセリン、しばしば約７５％～約８５％のグリセリン、約５％～約２０％の水、し
ばしば約１０％～約１５％の水、約１％～約１０％のプロピレングリコール、しばしば約
４％～約８％のプロピレングリコール、約０．１％～約６％のニコチン、しばしば約１．
５％～約５％のニコチン、及び最大約６％、しばしば約０．１％～約５％の風味剤の量に
おける任意選択の風味剤の混合物の形態を有してもよい。例えば、代表的なエアロゾル前
駆体は、重量基準で、約７６％超のグリセリン、約１４％の水、約７％のプロピレングリ
コール、約１％～約２％のニコチン、及び約１％未満の任意選択の風味剤を組み込む、配
合物の形態を有してもよい。例えば、代表的なエアロゾル前駆体は、約７５％超のグリセ
リン、約１４％の水、約７％のプロピレングリコール、約２．５％のニコチン、及び約１
％未満の任意選択の風味剤を組み込む、配合物の形態を有してもよい。例えば、代表的な
エアロゾル前駆体は、重量基準で、約７５％超のグリセリン、約５％の水、約８％のプロ
ピレングリコール、約６％のニコチン、及び約６％未満の任意選択の風味剤を組み込む、
配合物の形態を有してもよい。
【０１００】
　非限定的な例として、代表的なエアロゾル前駆体は、重量基準で、約４０％～約７０％
のグリセリン、しばしば約５０％～約６５％のグリセリン、約５％～約２０％の水、しば
しば約１０％～約１５％の水、約２０％～約５０％のプロピレングリコール、しばしば約
２５％～約４５％のプロピレングリコール、約０．１％～約６％のニコチン、しばしば約
１．５％～約５％のニコチン、約０．５％～約３％、しばしば約１．５％～約２％のメン
トール、及び最大約６％、しばしば約０．１％～約５％の風味剤の量における任意選択の
追加の風味剤の混合物の形態を有してもよい。代表的なエアロゾル前駆体は、重量基準で
、約５０％のグリセリン、約１１％の水、約２８％のプロピレングリコール、約５％のニ
コチン、約２％のメントール、及び約４％の他の風味剤を組み込む、配合物の形態を有し
てもよい。
【０１０１】
　代表的な種類のエアロゾル前駆体構成成分及び配合物はまた、Ｒｏｂｉｎｓｏｎらの米
国特許第７，２１７，３２０号、ならびにＺｈｅｎｇらの米国特許公開第２０１３／００
０８４５７号、Ｃｈｏｎｇらの同第２０１３／０２１３４１７号、及びＣｏｌｌｅｔｔら
の同第２０１４／００６０５５４号に記載され、特徴付けられ、これらの開示は、参照に
より本明細書に組み込まれる。用いられ得る他のエアロゾル前駆体としては、Ｒ．Ｊ．Ｒ
ｅｙｎｏｌｄｓ　Ｖａｐｏｒ　ＣｏｍｐａｎｙによるＶＵＳＥ（登録商標）製品、Ｌｏｒ
ｉｌｌａｒｄ　ＴｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓによるＢＬＵ（商標）製品、Ｍｉｓｔｉｃ　Ｅ
ｃｉｇｓによるＭＩＳＴＩＣ　ＭＥＮＴＨＯＬ製品、及びＣＮ　Ｃｒｅａｔｉｖｅ　Ｌｔ
ｄによるＶＹＰＥ製品に組み込まれているエアロゾル前駆体が挙げられる。Ｊｏｈｎｓｏ
ｎ　Ｃｒｅｅｋ　Ｅｎｔｅｒｐｒｉｓｅｓ　ＬＬＣから市販されている電子タバコ用のい
わゆる「スモークジュース」も望ましい。
【０１０２】
　エアロゾル送達システム内に組み込まれるエアロゾル前駆体の量は、エアロゾル生成部
片が、許容可能な感覚及び望ましい性能特徴を提供するようなものである。例えば、十分
な量のエアロゾル形成材料（例えば、グリセリン及び／またはプロピレングリコール）が
、多くの点でタバコの煙の見た目に似る目に見える主流エアロゾルの生成を提供するため
に用いられることが非常に好ましい。エアロゾル生成システム内のエアロゾル前駆体の量
は、エアロゾル生成部片１つ当たりで所望される吸入の数などの要因に依存し得る。典型
的には、エアロゾル送達システム内、特にエアロゾル生成部片内に組み込まれるエアロゾ
ル前駆体の量は、約２ｇ未満、概して約１．５ｇ未満、しばしば約１ｇ未満、頻繁には約
０．５ｇ未満である。
【０１０３】
　視覚的刺激すなわちインジケータをもたらす更なる代表的な種類の構成要素、例えば発
光ダイオード（ＬＥＤ）構成要素など、ならびにそれらの構成及び用途は、Ｓｐｒｉｎｋ
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及びＳｃａｔｔｅｒｄａｙの同第８，５３９，９５９号、ならびに２０１４年２月５日出
願のＳｅａｒｓらの米国特許出願第１４／１７３，２６６号に記載されており、これらは
、参照により本明細書に組み込まれる。
【０１０４】
　更に他の特徴、制御、または本開示のエアロゾル送達システム内に組み込まれ得る構成
要素は、Ｈａｒｒｉｓらの米国特許第５，９６７，１４８号、Ｗａｔｋｉｎｓらの同第５
，９３４，２８９号、Ｃｏｕｎｔｓらの米国特許第５，９５４，９７９号、Ｆｌｅｉｓｃ
ｈｈａｕｅｒらの同第６，０４０，５６０号、Ｈｏｎの同第８，３６５，７４２号、Ｆｅ
ｒｎａｎｄｏらの同第８，４０２，９７６号、Ｆｅｒｎａｎｄｏらによる米国特許出願公
開第２０１０／０１６３０６３号、Ｔｕｃｋｅｒらの同第２０１３／０１９２６２３号、
Ｌｅｖｅｎらの同第２０１３／０２９８９０５号、Ｋｉｍらの同第２０１３／０１８０５
５３号、Ｓｅｂａｓｔｉａｎらの同第２０１４／００００６３８号、ならびに２０１３年
３月１５日出願のＮｏｖａｋらの米国特許出願第１３／８４０，２６４号及び２０１３年
３月１５日出願のＤｅＰｉａｎｏらの同第１３／８４１，２３３号に記載されており、こ
れらは、参照により本明細書に組み込まれる。
【０１０５】
　本物品の使用についての前述の説明は、若干の変更によって本明細書に記載される様々
な実施形態に適用され得、これは、本明細書に提供される更なる開示内容を踏まえれば当
業者には明らかとなり得る。しかしながら、使用についての上記の説明は、本物品の使用
を限定することは意図されず、本開示の開示内容の必要要件の全てに従うように提供され
るものである。図１に図示される物品に示されるか、または別様に上述される要素のうち
のいずれもが、本開示によるエアロゾル送達デバイス内に含まれてもよい。
【０１０６】
　本開示が関連する技術分野の当業者であれば、前述の説明及び関連する図面において提
示された教示を利用して、本開示の多くの変更形態及び他の実施形態を発想するであろう
。したがって、本開示が、本明細書において開示された特定の実施形態に限定されるもの
ではなく、変更形態及び他の実施形態が、添付の特許請求の範囲内に含まれるよう意図さ
れるということが理解されるべきである。特定の用語が本明細書で用いられているものの
、これらは一般的意味及び説明的意味で使用されているに過ぎず、限定を目的とするもの
ではない。
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【手続補正書】
【提出日】平成28年5月5日(2016.5.5)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　加熱要素の下に置かれるフィルムまたは膜を備える加熱器基材と共形の前記加熱要素で
形成される加熱部材を備えるエアロゾル送達デバイスであって、前記加熱器基材が、第１
のサイズの第１の端部及びより大きいサイズの第２の端部を有する円錐台として構成され
る、エアロゾル送達デバイス。
【請求項２】
　前記加熱器基材が、前記加熱要素の上に置かれるフィルムまたは膜を更に備える、請求
項１に記載のエアロゾル送達デバイス。
【請求項３】
　前記加熱器基材と前記加熱部材の上に置かれる前記フィルムもしくは膜とのうちの一方
または両方が、テクスチャ加工表面を備える、請求項２に記載のエアロゾル送達デバイス
。
【請求項４】
　前記テクスチャ加工が、テクスチャ加工表面にわたって毛管流を提供するように構成さ
れる、請求項３に記載のエアロゾル送達デバイス。
【請求項５】
　多孔性輸送要素であって、その長さに沿ったエアロゾル前駆体組成物の通過のために構
成され、前記加熱部材と加熱配置にある第１の端部を有する、多孔性輸送要素を更に備え
る、請求項１に記載のエアロゾル送達デバイス。
【請求項６】
　前記円錐台がそこを通る内側通路を含み、前記加熱部材と前記加熱配置にある前記多孔
性輸送要素の前記第１の端部が、少なくとも部分的に、前記円錐台の前記内側通路内に位
置付けられる、請求項５に記載のエアロゾル送達デバイス。
【請求項７】
　前記加熱部材と前記加熱配置にある前記多孔性輸送要素の前記第１の端部が、前記円錐
台の前記第１の端部を少なくとも部分的に囲むように位置付けられる、請求項５に記載の
エアロゾル送達デバイス。
【請求項７】
　前記多孔性輸送要素が繊維性マットである、請求項５に記載のエアロゾル送達デバイス
。
【請求項９】
　前記繊維性マットが複数の層を備える、請求項７に記載のエアロゾル送達デバイス。
【請求項１０】
　前記繊維性マットの前記第１の端部が、前記繊維性マットの残部よりも少ない層を備え
る、請求項９に記載のエアロゾル送達デバイス。
【請求項１１】
　前記多孔性輸送要素が、その長さを通して中央通路を備える、請求項５に記載のエアロ
ゾル送達デバイス。
【請求項１２】
　前記円錐台の前記より小さくサイズ決めされた第１の端部に進入し、そこを通る内側通
路を通過し、前記円錐台の前記より大きくサイズ決めされた第２の端部を越えて外に出る
気流路を更に備える、請求項１に記載のエアロゾル送達デバイス。
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【請求項１３】
　前記円錐台の周りをその前記第１の端部から前記より大きくサイズ決めされたその第２
の端部を越えて通る、前記加熱部材の外側の気流路を更に備える、請求項１に記載のエア
ロゾル送達デバイス。
【請求項１４】
　前記加熱部材が支持フレームの内側に取り付けられる、請求項１に記載のエアロゾル送
達デバイス。
【請求項１５】
　前記加熱器基材が切頭体として構成される、請求項１に記載のエアロゾル送達デバイス
。
【請求項１６】
　前記加熱要素が導電性インクを備える、請求項１に記載のエアロゾル送達デバイス。
【請求項１７】
　空気吸入口と、形成されたエアロゾルが外に出るように構成されたマウスピースとを有
する外郭と、
　前記外郭内に位置付けられ、そこを通る内側通路を備える切頭体として構成されている
前記加熱部材と、
　多孔性輸送要素であって、その長さに沿ったエアロゾル前駆体組成物の通過のために構
成され、前記加熱部材と加熱配置にある第１の端部を有する、多孔性輸送要素と、
　前記空気吸入口から、前記切頭体の前記第１の端部を越え、次いで前記切頭体の前記よ
り大きくサイズ決めされた第２の端部を越えて前記マウスピースまで、前記外郭を通る気
流路と、を備える、請求項１に記載のエアロゾル送達デバイス。
【請求項１８】
　エアロゾル送達デバイスを形成する方法であって、
　外郭を提供することと、
　加熱要素の下に置かれるフィルムまたは膜を備える基材と共形の加熱要素で形成される
加熱部材を提供することと、
　第１のサイズの第１の端部及びより大きいサイズの第２の端部を有する円錐台として前
記加熱部材を構成することと、
　前記外郭内に前記加熱部材を挿入することと、を含む、方法。
【請求項１９】
　多孔性輸送要素であって、その長さに沿ったエアロゾル前駆体組成物の通過のために構
成され、第１の端部及び第２の対向する端部を有する、多孔性輸送要素を提供することと
、その前記第１の端部を前記加熱部材と加熱配置に構成することと、を更に含む、請求項
１８に記載の方法。
【請求項２０】
　前記多孔性輸送要素の前記第２の端部を、前記エアロゾル前駆体組成物と接触させるこ
とを更に含む、請求項１９に記載の方法。
【請求項２１】
　前記円錐台が、そこを通る中央通路を含み、前記多孔性輸送要素の前記第１の端部を、
前記加熱部材と加熱配置に構成することが、前記多孔性輸送要素の前記第１の端部を、前
記加熱部材の前記より大きくサイズ決めされた第２の端部で前記中央通路内に挿入するこ
とを含む、請求項１９に記載の方法。
【請求項２２】
　前記多孔性輸送要素の前記第１の端部が、その中に中央開口部を備え、前記多孔性輸送
要素の前記第１の端部を、前記加熱部材と加熱配置に構成することが、前記加熱部材の前
記より小さくサイズ決めされた第１の端部を、前記多孔性輸送要素の前記第１の端部の前
記中央開口部内に挿入することを含む、請求項１９に記載の方法。
【請求項２３】
　前記加熱部材を提供することが、前記基材上に導電性インクを印刷することによって前
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記基材上に前記加熱部材を形成することを含む、請求項１８に記載の方法。
【手続補正書】
【提出日】平成29年3月23日(2017.3.23)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　加熱要素の下に置かれるフィルムまたは膜を備える加熱器基材と共形の前記加熱要素で
形成される加熱部材を備えるエアロゾル送達デバイスであって、前記加熱器基材が、第１
のサイズの第１の端部及びより大きいサイズの第２の端部を有する円錐台として構成され
る、エアロゾル送達デバイス。
【請求項２】
　前記加熱器基材が、前記加熱要素の上に置かれるフィルムまたは膜を更に備える、請求
項１に記載のエアロゾル送達デバイス。
【請求項３】
　前記加熱器基材と前記加熱部材の上に置かれる前記フィルムもしくは膜とのうちの一方
または両方が、テクスチャ加工表面を備える、請求項２に記載のエアロゾル送達デバイス
。
【請求項４】
　前記テクスチャ加工が、テクスチャ加工表面にわたって毛管流を提供するように構成さ
れる、請求項３に記載のエアロゾル送達デバイス。
【請求項５】
　多孔性輸送要素であって、その長さに沿ったエアロゾル前駆体組成物の通過のために構
成され、前記加熱部材と加熱配置にある第１の端部を有する、多孔性輸送要素を更に備え
る、請求項１に記載のエアロゾル送達デバイス。
【請求項６】
　前記円錐台がそこを通る内側通路を含み、前記加熱部材と前記加熱配置にある前記多孔
性輸送要素の前記第１の端部が、少なくとも部分的に、前記円錐台の前記内側通路内に位
置付けられる、請求項５に記載のエアロゾル送達デバイス。
【請求項７】
　前記加熱部材と前記加熱配置にある前記多孔性輸送要素の前記第１の端部が、前記円錐
台の前記第１の端部を少なくとも部分的に囲むように位置付けられる、請求項５に記載の
エアロゾル送達デバイス。
【請求項８】
　前記多孔性輸送要素が繊維性マットである、請求項５に記載のエアロゾル送達デバイス
。
【請求項９】
　前記繊維性マットが複数の層を備える、請求項７に記載のエアロゾル送達デバイス。
【請求項１０】
　前記繊維性マットの前記第１の端部が、前記繊維性マットの残部よりも少ない層を備え
る、請求項９に記載のエアロゾル送達デバイス。
【請求項１１】
　前記多孔性輸送要素が、その長さを通して中央通路を備える、請求項５に記載のエアロ
ゾル送達デバイス。
【請求項１２】
　前記円錐台の前記より小さくサイズ決めされた第１の端部に進入し、そこを通る内側通
路を通過し、前記円錐台の前記より大きくサイズ決めされた第２の端部を越えて外に出る
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気流路を更に備える、請求項１に記載のエアロゾル送達デバイス。
【請求項１３】
　前記円錐台の周りをその前記第１の端部から前記より大きくサイズ決めされたその第２
の端部を越えて通る、前記加熱部材の外側の気流路を更に備える、請求項１に記載のエア
ロゾル送達デバイス。
【請求項１４】
　前記加熱部材が支持フレームの内側に取り付けられる、請求項１に記載のエアロゾル送
達デバイス。
【請求項１５】
　前記加熱器基材が切頭体として構成される、請求項１に記載のエアロゾル送達デバイス
。
【請求項１６】
　前記加熱要素が導電性インクを備える、請求項１に記載のエアロゾル送達デバイス。
【請求項１７】
　空気吸入口と、形成されたエアロゾルが外に出るように構成されたマウスピースとを有
する外郭と、
　前記外郭内に位置付けられ、そこを通る内側通路を備える切頭体として構成されている
前記加熱部材と、
　多孔性輸送要素であって、その長さに沿ったエアロゾル前駆体組成物の通過のために構
成され、前記加熱部材と加熱配置にある第１の端部を有する、多孔性輸送要素と、
　前記空気吸入口から、前記切頭体の前記第１の端部を越え、次いで前記切頭体の前記よ
り大きくサイズ決めされた第２の端部を越えて前記マウスピースまで、前記外郭を通る気
流路と、を備える、請求項１に記載のエアロゾル送達デバイス。
【請求項１８】
　エアロゾル送達デバイスを形成する方法であって、
　外郭を提供することと、
　加熱要素の下に置かれるフィルムまたは膜を備える基材と共形の加熱要素で形成される
加熱部材を提供することと、
　第１のサイズの第１の端部及びより大きいサイズの第２の端部を有する円錐台として前
記加熱部材を構成することと、
　前記外郭内に前記加熱部材を挿入することと、を含む、方法。
【請求項１９】
　多孔性輸送要素であって、その長さに沿ったエアロゾル前駆体組成物の通過のために構
成され、第１の端部及び第２の対向する端部を有する、多孔性輸送要素を提供することと
、その前記第１の端部を前記加熱部材と加熱配置に構成することと、を更に含む、請求項
１８に記載の方法。
【請求項２０】
　前記多孔性輸送要素の前記第２の端部を、前記エアロゾル前駆体組成物と接触させるこ
とを更に含む、請求項１９に記載の方法。
【請求項２１】
　前記円錐台が、そこを通る中央通路を含み、前記多孔性輸送要素の前記第１の端部を、
前記加熱部材と加熱配置に構成することが、前記多孔性輸送要素の前記第１の端部を、前
記加熱部材の前記より大きくサイズ決めされた第２の端部で前記中央通路内に挿入するこ
とを含む、請求項１９に記載の方法。
【請求項２２】
　前記多孔性輸送要素の前記第１の端部が、その中に中央開口部を備え、前記多孔性輸送
要素の前記第１の端部を、前記加熱部材と加熱配置に構成することが、前記加熱部材の前
記より小さくサイズ決めされた第１の端部を、前記多孔性輸送要素の前記第１の端部の前
記中央開口部内に挿入することを含む、請求項１９に記載の方法。
【請求項２３】
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　前記加熱部材を提供することが、前記基材上に導電性インクを印刷することによって前
記基材上に前記加熱部材を形成することを含む、請求項１８に記載の方法。
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